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百貨店売上高推移状況(2007年1月＝100)

（出典）日本百貨店協会「百貨店売上高」
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資料①

上場食品スーパー営業利益伸び率推移(11年度以降)

（単位：百万円）

11年度 12年度 13年度
上期 下期 上期 下期 上期
伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

ヨークベニマル 137.2% 11.1% ▲39.1% 11.9% 11.4%
Ａ社 22.6% ▲1.0% ▲46.2% ▲18.6% 12.0%
Ｂ社 21.2% ▲14.0% ▲61.7% ▲98.8% ▲56.4%
Ｃ社 27.1% ▲5.1% ▲26.7% ▲27.0% ▲51.3%
Ｄ社 7.2% 4.0% ▲17.2% ▲31.8% ▲40.2%
Ｅ社 48.4% ▲5.1% ▲34.1% 0.3% ▲30.4%
Ｆ社 34.2% ▲7.6% ▲29.0% ▲1.1% ▲40.4%
Ｇ社 32.6% ▲10.8% ▲42.7% ▲2.0% ▲17.0%
Ｈ社 42.6% ▲36.2% ▲34.9% 3.1% ▲14.9%
Ｉ社 42.1% 5.4% ▲8.8% 17.4% 5.3%
Ｊ社 53.5% ▲18.9% 11.8% 80.2% ▲55.8%
Ｋ社 218.0% ▲1.7% ▲58.0% ▲29.7% ▲11.8%
Ｌ社 黒転 ▲0.9% 10.9% 5.3% 68.9%
上記利益伸び率 48.9%* ▲4.1% ▲31.2% ▲12.6% ▲30.6%
日本ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ協会
既存店伸び率

▲0.1% ▲1.3% ▲1.8% ▲1.6% ▲1.1%

*震災特需

●営業利益伸び率

資料②

※赤抜き赤字が減益を表示、減益基調が継続
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SEJ既存店売上伸び率とCVS既存店売上伸び率の推移
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資料③

セブン‐イレブン・ジャパンの
既存店売上伸び率

CVS業界全体の
既存店売上伸び率

経済は心理学である ～お客様の心理の変化～
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●とにかく安くて経済的なものを買う ●多少値段が高くても品質の良いものを買う

資料④
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国内環境の変化
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●世帯数の増加 ●高齢者世帯の増加
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資料⑤

個人消費額における年齢別割合

（出典）総務省家計調査、日銀等
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資料⑥
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環境変化を踏まえた戦略

・単身世帯の増加

・有職女性の増加

・高齢化

・小売店舗数の減少

・成熟社会

・質のよい商品のニーズ上昇

・個食、少量ニーズ増加

・家事時間の短縮

・食の外部化の進行

・交通弱者の増加

小売業に

求められる

役割が変化

『近くて便利』なお店の再定義： 新たな成長機会
小型店

CVS
食品スーパー

大量販売方式からの脱却： 事業構造改革大型店

総合スーパー

百貨店

即食ニーズ

近場な利便性
日常、身近な買物拠点

生活応援、サービス拡充

セルフ方式

ボリューム陳列

接客・サービス強化

少量対応、差別化商品

新しいニーズ
が加わった

変革
が求められている

●マクロ環境変化 ●顧客ニーズ、消費行動の変化

資料⑦

『セブンプレミアム』の強み ～小売主導のイノベーション～

大手メーカー 7&iグループ

• 優れた生産設備
• 高い技術開発力
• 高いﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾛｲﾔﾘﾃｨ

• SEJの商品開発手法
• グループの販売力
• 幅広い店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ
• 国内1日1,700万人の
来店客数

主婦層を中心とした
新規マーケットの開拓

CVSセクター

安定した荒利額の確保

SMセクター

強力な差別化商品

グループ全体

基盤となるチームMD体制

情報
＋

技術

『セブンプレミアム』は…

●グループのマーケティング情報とメーカーの高い技術を融合

資料⑧
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1989年4月
消費税導入（3％）
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消費税率上昇（5％）

2004年4月
総額表示導入

(%)

バブル期 金融危機 デフレ助長

88年 89年 90年

伸び率 4.6％ 2.9％ 4.5％

87年比 12.5％

96年 97年 98年

0.2％ ▲4.5％ ▲2.0％

95年比 ▲6.2％

03年 04年 05年

▲2.9％ ▲4.2％ ▲2.2％

02年比 ▲9.0％

過去の消費税導入時、増税時の状況（日本ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会）

（出典）日本チェーンストア協会

資料⑨

●セブンプレミアムの売上高は前期比130%超となり今期の増益に寄与

1兆円
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上期
上期

セブン
プレミアム

12年
8月期

13年
2月期

13年
8月期

14年2月期
計画

売上高

（億円） 2,450 4,900 3,250 6,500

SKU 1,620 1,700 1,880 2,000

15年度

セブンプレミアムの販売計画と13年8月期実績

（計画）

資料⑩
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セブンプレミアム今期ヒット商品のご紹介

●2013年6月19日 日経MJ

大関

7カフェ；4.5億杯/年間 見込

前頭

金の食パン；2,000万食/5ヶ月

資料⑪
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コーヒー飲料の販売変化（8月度比較）全国平均の数値

合計
187本

合計
257本+70本

（本）

新しいニーズを掘り起こした時、マーケットが創造できる（販売が上乗せ）

資料⑫
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食パンの数値（セブン-イレブン）
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「金の食パン」販売開始
（4/16～）

食パン
金額前年比
（店平均）

金の食パン
（万個）

7ﾌﾟﾚﾐｱﾑ
おいしい食ﾊﾟﾝ

（万個）

パスコ超熟
（万個）

その他の
食ﾊﾟﾝ（万個）

セブンカフェと同様、食パンの新しいマーケットを創造した

資料⑬

●イトーヨーカドーネットスーパー

現代版ご用聞きを推進 ～時代はｵﾑﾆﾁｬﾈﾙへ～

イトーヨーカドーの店舗が運営主体となり、各店舗の商圏内のお客様から注文を受け、 短

3時間で新鮮な商品を店舗と同価格でご指定の時間帯にお届けするサービス

ﾊﾟｿｺﾝ/携帯から
ご注文

店頭で注文商品
のﾋﾟｯｷﾝｸﾞ

店舗ﾊﾞｯｸﾙｰﾑで
商品の梱包作業

お客様へお届け

●セブン・ミールサービス

栄養管理士が監修した「日替り弁当」や「お惣菜セット」などの商品をお届けするセブン-イレ

ブンのサービス、500円以上のお買上でお届け無料、500円未満は120円でお届け

ご注文 店頭/電話・FAX/ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ お受け取り 店頭受け取り/お届け

ネットスーパーのご注文からお届けまで

セブン・ミールサービスのご注文からお届けまで

お客様との接点（ﾁｬﾈﾙ）を増やし、ｲﾝﾌﾗを整備してお客様へ近づく体制を強化

資料⑭
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事業基盤の強化＝基本の徹底
．

～基本4原則の徹底～

商品力の強化（PB強化）
･

価値ある商品の開発・提案
接客・サービスの強化

経営の質が現場で実践されて、
.

企業ブランドが確立して成長へ繋がる

7＆i HD戦略 資料⑮

グループとしての雇用の創出① 資料⑯

・大型店の販売はセルフから接客へと変化

・加えて鮮魚のお造りなど価値創造も要求される時代

・パートさんの雇用も、接客、販売技術により昇給を

明確にした雇用制度を導入

●イトーヨーカドーにおけるパートステップアップ選択制度
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●7-11店加盟に際しての支援制度

グループとしての雇用の創造②

①従業員独立支援制度
通算5年以上勤務経験のある従業員がｵｰﾅｰ様となる場合、

5年経過のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾁｬｰｼﾞを開業時より適用

②社員独立支援制度
ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業で5年以上正社員として勤務がある場合、

5年経過のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾁｬｰｼﾞを開業時より適用

③複数店経営奨励制度

・複数店全店を対象にｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ﾁｬｰｼﾞから売上総利益の3%減額

・開業後満5年を経過したｵｰﾅｰ様が複数店を出店した場合、

・複数店に対し5年経過のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾁｬｰｼﾞを開業時より適用

●7-11店舗、オリジナル商品の製造・専用共配センターにおける雇用創出

拠点数 雇用数

13年3月より四国出店開始

共配センター2ヵ所稼動

12月より専用工場稼動開始

①セブン-イレブン店舗 15,831 約350,000名

②専用工場 157 約50,000名

③専用共同配送センター 150 約18,000名

資料⑰

●自動車の普及が小売業に大きな変化をもたらしたと同様の変化が起きる

オムニチャネル時代の到来（オムニ＝すべての）

シングルチャネル マルチチャネル クロスチャネル
オムニ
チャネル

顧客接点 単一接点 個別に複数接点 ｸﾛｽに複数接点 シームレス

小売の対応
単一販売
ﾁｬﾈﾙのみ用意

複数の販売
ﾁｬﾈﾙを用意

ﾁｬﾈﾙ横断の
顧客管理できない

ﾁｬﾈﾙ横断型の商品・
顧客・販促管理実施

PC
PC

資料⑱
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